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１ 募集の趣旨 

  足立区では、「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」に基づき、地域密着型サービスの事業所

の整備を進めています。 

  本公募要項は、令和１０年度末までに整備を行う事業者の募集の内容及び時期等について説明し

たものです。応募された事業者の中から、その提案内容を審査して対象事業者を選定することとな

ります。 

  また、募集するサービス種別以外の地域密着型サービス事業所の併設を提案する場合は、認知症

対応型通所介護、地域密着型通所介護の提案をすることが可能です。 

 

２ 募集するサービス種別 

対象サービス 募集数 必要な定員等 募集圏域 整備対象年度 

認知症対応型共同生活介護 １か所 
１ユニット 

（６名）以上 
圏域指定無し 

令和１０年度

末まで 

看護小規模多機能型居宅介護 

または 

小規模多機能型居宅介護 

１か所 

 

下限なし 圏域指定無し 
令和１０年度

末まで 

 ※ サテライト型事業所の設置についても、公募の手続により選定します。 

 ※ 既存事業所のユニット数増加についても、公募の手続により選定します。 

 

３ 応募資格 

  今回の募集に応募ができる事業者は、次の（１）（２）の要件をいずれも満たす事業者とします。

複数の事業者が共同で申し込むことはできません。 

（１）次のア～キのいずれかに該当すること。 

  ア 社会福祉法第２２条に規定する社会福祉法人 

  イ 医療法第３９条に規定する医療法人 

  ウ 特定非営利活動促進法第２条に規定する特定非営利活動法人 

  エ 一般社団法人及び一般財団法人 

オ 農業協同組合法に規定する農業協同組合及び農業協同組合連合会並びに消費者生活協同組合 

法に規定する消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会 

  カ 会社法第２条第１号に規定する会社 

  キ 中小企業等協同組合法第３条第４号に規定する企業組合 

（２）次のア～クをすべて満たすこと。 

ア 現に介護保険サービス事業を運営していること又は当該事業に経験を持つ職員を配置するな

ど開設までに職員育成を確実に行う予定があることなど、事業を円滑に実施する能力があること。 

イ 原則として、過去３期連続して営業活動に基づく黒字がでていること。 

ただし、特別損失等の一時的な事由による赤字の場合は、赤字の原因と黒字への転換計画を

審査において確認します。なお、通常の営業活動（社会福祉事業又は介護保険事業に関するも

のは除く）に基づく赤字は、一時的な事由とは認められません。 

過去３期のうち２期に営業活動に基づく赤字が出ている場合は認められない。 
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ウ 法人及び提案事業の長期的に安定した運営が見込めること。 

① 応募時において、事業開始当初の運営資金が確保されていること。 

開設後３か月分の運営費（年間事業費（予算額）の１２分の３以上）を自己資金で確保 

していること（金融機関からの借入金は認められない。）。 

② 法人事務費として１００万円以上確保していること。 

③ 応募時において、債務超過でないこと。さらに、社会福祉法人においては、現状及び整 

備計画による負債総額が資産総額の２分の１を超えていないこと。 

エ 補助金の活用の有無にかかわらず東京都の補助金を活用することを前提としているため、「認

知症高齢者グループホーム整備事業審査要領」等の補助金申請に係る審査基準を満たすこと。 

オ 法人が運営している老人福祉法または介護保険法に基づく事業所に対し、過去３年以内に

国・都道府県・区市町村が行った指導検査等において、指摘事項がない、又は改善済みである

こと。 

カ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

キ 応募申し込み日現在において、国及び都道府県又は区市町村から指名停止、業務停止等の処

分を受けていないこと。 

ク 運営事業者又は土地・建物所有者が、足立区暴力団排除条例（平成２４年足立区条例第３７

号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団関係者がいる個人又は

団体ではないこと。 

 

４ 整備及び開設の時期 

令和１１年３月３１日までに開設すること。 

※ 着工について、整備補助金を活用する場合は、令和９年８月中旬（内示予定）以降、補助金 

を利用しない場合は、令和８年１１月以降になります。 

 

５ 施設整備及び運営に関する基本的事項 

（１）施設整備・運営に関する基本条件 

ア 全サービス共通の条件 

（ア）運営法人は継続して事業を行うこと。また、建物の所有権又は賃借権を有し、又は確実に

有する見込みがあること。 

（イ）土地・建物の使用貸借契約、共有による確保等は、原則として認められない。 

（ウ）当該施設整備以外の目的による抵当権が設定されている場合は、その内容及び法人の経営

状況等を審査し、施設の安定的かつ継続的運営に影響を及ぼさないものであることとし、次

の全てを満たすことを原則とする。なお、施設整備費補助金を活用しない場合は、この限り

ではない。 

① 既借入金の年間返済予定額が、直近決算における年間資金収支差額を下回っていること。 

 ② 既借入金の総額が、直近決算における年間収入に０．８を乗じた額を超えていないこと。 

③ 直近決算における自己資本が、当該整備事業計画に係る総事業費に０．２を乗じた額

を上回っていること。 

 ④ 運営事業者が抵当権設定者であること。 

当該施設整備以外の目的による抵当権が設定されている場合であって、上記の要件を満た
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さないものについては、原則として審査会前に、遅くとも内示前に抹消すること。 

また、根抵当権が設定されている場合は、抹消が確実な見通し（原則として審査会前に、

遅くとも内示前に）がある場合を除いて認められない。 

（エ）原則として、事業者自らによる新築・改修により新たな拠点を整備すること。 

※ いわゆる「オーナー型整備」（土地・建物等のオーナーが整備を行う場合）であっても応

募は可能であるが、施設整備費補助金については対象外となる。（６頁「６補助制度」参照） 

（オ）土地建物を賃借する際は、事業継続に支障のないよう十分な借地権、賃借権の契約期間を

有していること（原則、建物の財産処分制限期間以上又は自動更新条項が契約に入っている

こと）。なお、建物を賃借する場合は、建物賃貸借契約を２０年以上（自動更新条項付）と

し、必要に応じて建物賃借権登記を行うことを区が求めることがある。 

（カ）バリアフリーに配慮したものとすること。 

（キ）空調設備を備え付ける等、入居者の居住環境に配慮していること。 

（ク）設計に際し、建築基準法や消防法等をはじめとする関係法令に適合することを、関係機関、

関係部署へ必ず確認しておくこと。確認の結果については、【様式１２】「地域密着型サー

ビス整備にかかる建築・消防所管等事前相談記録書」に記載して提出すること。 

（ケ）日照や景観、プライバシー等、地域住民に配慮したものとすること。 

（コ）送迎及び利用などによる車両を道路上に駐車し、又は停車させ、地域住民の通行を妨げる

ことがないよう、必要な駐車スペース及び駐輪スペースを確保すること。 

（サ）２階以上の階層に居室又は宿泊室を設ける場合、各居室等に面したバルコニーを設置する

こと。また、バルコニーは原則として避難階段に接続したものとすること。なお、車いすで

の通行も想定して十分な幅（目安として有効９０ｃｍ以上）が確保されていること。 

（シ）消防法等に従い、必要な設備（スプリンクラー設備、消防機関へ通報する火災報知設備、

自動火災報知設備等）を設置していること。 

（ス）二方向避難を確保すること。 

（セ）本公募により事業者として選定された際は、地域住民に対しては整備・運営事業者の責任

で十分な説明を行うとともに、誠実に対応すること。 

（ソ）開設後も地域住民に配慮した運営を行い、良好な関係を築くよう努めること。 

（タ）補助事業に係る工事請負業者の選定は入札によること。入札及び契約は補助内示後に行うこと。 

（チ）介護保険法に基づく地域密着型サービス事業者として指定を受けること。 

※ 地域密着型サービスの事業者指定の手続き及び今後のスケジュール等については、別途、

担当と協議してください。 

（ツ）老人福祉法上の届出を別途行うこと。 

（テ）運営に関しては、介護報酬及び利用者の自己負担金による自主運営とすること（運営に関

して区からの補助金は基本的にありません。）。 

（ト）職員の資質の向上を図るため、研修機関が実施する研修や施設内の研修への参加の機会を

計画的に確保すること。 

（ナ）食費、居住費、宿泊費等の利用者負担額が、できるだけ低額となるよう努めること。 

（ニ）社会福祉法人利用者負担額軽減制度を実施すること（該当するサービス全て）。 

（ヌ）福祉サービス第三者評価を定期的に受審すること。 
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イ サービス別の条件 

  指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（厚生労働省令第三十四 

号）に規定する基準を満たすこと。 

（ア）認知症対応型共同生活介護（抜粋） 

① １事業所について３ユニット（２７人）までの整備とし、１ユニットに係る設備は、

全てを同一の階に設けること。 

② １ユニットの利用者定員は９人までとすること。 

③ 居室面積（収納、トイレ等を除いた居室スペース部分）が実測での有効面積で内法 

７．４３㎡以上であること。 

④ 夜勤職員を１ユニットにつき１人以上配置すること。なお、そのうち１人以上は、常

勤職員の配置が望ましい。 

⑤ 利用者用トイレを１ユニットにつき３か所以上分散して配置すること。 

⑥ 居間・食堂は利用者及び介護従業者が一堂に会するのに十分な広さ（３㎡×（利用者

＋職員数））があること。    ※職員数は３とします。 

（イ）看護小規模多機能型居宅介護・小規模多機能型居宅介護（抜粋） 

① １事業所について登録定員は、２９人以下とすること。 

② 通いサービスの利用定員は、登録定員の２分の１から１５人までとする。 

③ １事業所について宿泊定員は、通いサービスの利用定員の３分の１から９人までとする。 

④ 居間、食堂の面積に宿泊室の面積を含めることはできない。 

⑤ 居室面積（収納、トイレ等を除いた居室スペース部分）が実測での有効面積で内法 

７．４３㎡以上であること。 

⑥ 居間・食堂は、利用者及び介護従業者が一堂に会するのに十分な広さ（３㎡×通い 

サービス利用者数）があること。 

（２）整備・運営にあたり遵守すべき法令等 

書類提出後であっても、以下の法令、基準等を満たさないと判明した場合は不受理となること

があります。 

ア 老人福祉法 

イ 介護保険法 

ウ 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 

エ 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律施行規則 

オ 認知症高齢者グループホーム整備事業審査要領（東京都） 

カ 認知症高齢者グループホーム施設整備審査基準（東京都） 

キ 足立区指定地域密着型サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例 

ク 都市計画法 

ケ 建築基準法 

コ 消防法 

サ 東京都建築安全条例 

シ 東京都福祉のまちづくり条例 

ス 高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例(建築物バリアフリー条例) 

セ 足立区中高層建築物等の建築に係る紛争の予防及び調整条例 
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ソ 足立区環境整備基準・同細則 

タ 各地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 

チ 足立区緑の保護育成条例 

ツ 足立区景観条例 

テ 足立区暴力団排除条例 

ト その他関係法令及び条例 

（３）家賃設定 

認知症対応型共同生活介護の家賃設定については、区内平均家賃を参考に設定し、全室同一料

金としてください。また、入居一時金の設定は認めません。 

区内平均家賃：６５，９２７円（令和８年１月現在） 

※ 過去に整備補助金を支給した施設の平均 
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６ 補助制度 

 足立区からの補助金は、東京都補助金を財源として補助を行います。補助予定額は別表のとおり

です。 

※ オーナー型整備（土地・建物等のオーナーが整備を行う場合）については、施設整備費補助金

の対象外です。（開設準備経費の補助金については対象とします。） 

※ 補助額は令和８年度の見込額であり、変更となる場合があります。ただし、資金計画を作成す

る際には令和８年度の補助額を見込んでください。また、補助協議においてかかる費用は借受者

負担とします。 

※ 足立区は、補助金が交付されなかった場合の責務は一切負いません。 

（１）補助金詳細 

別表は「事業者創設型」の場合を想定しています。詳細は下記の東京都ホームページよりご確

認ください。 

ア 施設整備費 

東京都ホームページ「要綱・審査基準・審査要領等（令和 8年度協議用）」 

    https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/shisetu/guruho/ghyoukou 

  イ 施設開設準備経費等 

    東京都ホームページ「介護施設等の施設開設準備経費等支援事業」 

    https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/kikin/kaisetujyunbi 

（２）対象経費等 

ア 施設整備費 

（ア）施設等の整備に必要な工事費又は工事請負費（これらと同等と認められる購入費等を含む） 

（イ）工事事務費（工事施工のための直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信

運搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は工事費又は工事請負費の 2.6％に相当す

る額を限度額とします。） 

※ 上記のいずれの費用についても、別の負担（補助）金等において補助対象とされる場合は除

きます。 

イ 施設開設準備経費等 

（ア）開設前の看護職員、介護職員等の雇い上げ経費 

（イ）開設のための普及啓発経費 

（ウ）職員の募集経費 

（エ）開設に当たっての周知・広報経費 

（オ）開設準備事務経費 

（カ）その他開設の準備に必要な経費 

（３）申請 

この募集とは別に、補助金に係る協議書類の提出が必要となります。選定された事業者が補助

金を希望される場合は、補助金に係る協議書類一式を別途提出していただきます。（選定された事

業者には別途ご案内します。） 

提出された協議書類につきましては、東京都が別途指定する期日までに足立区から東京都へ提

出させていただき、東京都の審査を経て補助の可否を決定します。 

 

https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/shisetu/guruho/ghyoukou
https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/kikin/kaisetujyunbi
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（４）その他 

事業者の決定は、補助金の交付を確約するものではありません。東京都の審査や予算の状況に

よっては、決定事業者であっても補助できない場合があります。 

 

別表 

サービスの種類 補助金 補助内容 補助上限額 単位 

認知症対応型 

共同生活介護 

都補助金相当額

（施設整備費） 

（認知症高齢者グ

ループホーム整備

促進事業） 

基準額 3,000万円 
１ユニット 

当たり 

併設加算 1,000万円 
１施設 

当たり 

物価調整額 

創設・増築 

区分 
3,728万円 

１ユニット 

当たり 改築・増改築

区分 
4,474万円 

基金加算単価 

4,470万円 
１ユニット 

当たり 

※ 併設の場合は上記の単価

に 1.05を乗じた額 

デジタル介護機器等 

コンサルティング等経費 

基準額 

100万円 

（都 3/4） 

１施設 

当たり 

※ 併設含 

都補助金相当額 

（開設準備経費） 
基礎単価 112万円 

定員数 

１名当たり 

看護小規模多

機能型居宅介

護 

・ 

小規模多機能

型居宅介護 

都補助金相当額

（施設整備費） 

（地域密着型サー

ビス等 

整備補助事業） 

基礎単価 

4,470万円 
１施設 

当たり 

※ 併設の場合は上記の単価

に 1.05を乗じた額 

創設・増築 

区分 

補助単価 

基準額 3,195万円 

宿泊定員数

９名の場合 

物価 

調整額 
4,976万円 

改築・増改築 

補助単価 

基準額 3,834万円 

物価 

調整額 
5,971万円 

デジタル介護機器等 

コンサルティング等経費 

基準額 

100万円 

（都 3/4） 

１施設 

当たり 

※ 併設含 

都補助金相当額

（開設準備経費） 
基礎単価 112万円  

宿泊定員数 

１名当たり 
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７ 事業者の決定方法 

（１）事業者の選定方法 

   事業者は「足立区地域密着型サービス等事業者選定等審査会」の審査を経て、足立区

長が決定します。 

ア 第一次審査（書類審査） 

    「７（３）審査事項」に基づき審査します。なお、税理士による財務審査（最適合、適合、不 

適合の３段階評価）の結果、総合評価が不適合と判断された事業者、又は区の定める基準点（６ 

割以上）に満たない事業者は第一次審査で失格となります。 

    なお、第一次審査の結果、基準点を満たす事業者が多数あった場合、対象のサービス種別に

つき、上位３事業者に対し、第二次審査を実施します。 

イ 第二次審査（ヒアリング） 

    「７（３）審査事項」に基づき審査します。なお、第一次審査の評価点は第二次審査に引き継

がれません。 

    ヒアリングの日程は、令和８年１０月を予定しています。変更になる場合もあるため、書類

審査後別途、詳細をご連絡します。なお、審査の結果、「該当事業者なし」とする場合もあり

ますので、あらかじめご了承ください。 

（２）施設等の実地調査の実施 

   区が必要と認める場合は、応募事業者の既設運営施設及び計画予定地等の実地調査を実施する

ことがあります。 



 

９ 

（３）審査事項 

   主に次の点について審査を行います。 

No. 審査項目（配分） 評価の視点 指標 

■第一次審査 

１ 

組
織
の
安
定
性 

経営状況 

（20％） 

経営基盤・経営状況の健全性 【税理士による財務状況の評価】 

財務諸表（決算、貸借対照表、損

益計算書等）の分析 

２ 
運営実績 

（20％） 

類似の介護保険事業の実績 運営事業所数、サービス種別等の

経験 

３ 

監査 

・ 

指導状況 

（10％） 

指導を受けているか、適切な改善

がされているか 

・過去の関係行政庁の監査・指導

状況、改善の状況 

・対策 

４ 

理
念
・
事
業
計
画 

経営理念 

・ 

事業概要 

（10％） 

・介護保険事業を運営する法人と

して信頼できる経営理念か 

・足立区及び本事業周辺地で事業

を実施する理由が明確か 

・介護保険事業に対する法人とし

ての理念 

・関連法令等の理解度 

５ 

事業 

スケジュール 

（10％） 

実現可能な計画を組んでいるか 開設までのスケジュール 

６ 
資金計画 

（10％） 

・実現可能な資金計画か 

・積算根拠は明確になっているか 

・明確な資金計画、収支シミュレ

ーション 

７ 
土地・建物 

（10％） 

事業に必要な土地、建物の権利が

確実に確保できる 

・確保の具体性 

８ 
立地 

（10％） 

・交通機関、医療施設、公共施設

等の利便性 

・同種サービスの地域偏在性 

・災害による被害想定の高さ 

・地域特性の理解度 

９ 加
点 

区内事業者 
区内に本店のある業者 10％を加算 
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No. 審査項目（配分） 評価の視点 指標 

■第二次審査 

１ 

事
業
に
対
す
る
考
え
方 

事業概要 

（5％） 

・本事業に対する基本的な方針や理念は

明確か 

・本事業に関する地域の特性を理解して

いるか 

介護保険事業に対する基

本的な知識 

区及び事業用地周辺地域

の知識 

２ 

事
業
計
画 

職員の体制 

（5％） 

代表者及び管理者の知識、実績はあるか 代表者及び管理者の知識、

実績 

３ 
職員の確保 

（5％） 

・計画的な職員の確保が見込まれるか 

・施設の規模に則した配置計画か 

開設までの採用スケジュ

ール、人数 

４ 

事業計画 

・ 

スケジュール 

（5％） 

・適切な定員（3ユニットまで）、利用者

の負担軽減を配慮した利用料を設定して

いるか 

・開設までのスケジュールは具体的かつ

実現可能なものになっているか 

・事業計画の具体性 

・具体的な整備スケジュー

ル 

・定員数 

５ 
資金計画 

（10％） 

・実現可能な資金計画か 

・積算根拠は明確になっているか 

・明確な資金計画、収支シ

ミュレーション 

６ 
施設設計 

（10％） 

・法令等に適合した施設の設計がされて

いるか 

・近隣住民及び周辺環境等に配慮した設

計がされているか 

・居室の面積、トイレ・浴

室の数、食堂・居間の配置 

・バリアフリーへの対応 

・避難経路、バルコニーの

確保等の災害時に対応し

た設計 

・職員の更衣室、休憩室の

設置 

・建物の配置、高さ、日照

等の近隣住民への配慮 
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７ 

施
設
の
管
理
運
営
体
制 

利用者 

サービス 

（10％） 

・健康管理、身体機能の維持回復、重度

化予防が期待できるか 

・認知症高齢者に対するケアの取り組み

があるか 

・ターミナルケアを含めた重度化への取

り組みがあるか 

・家族等の関係者との連携・協力を得る

ための取り組みがあるか 

・医療機関との連携体制が構築されてい

るか 

取り組み内容の具体性 

８ 

個人情報 

保護 

（5％） 

・個人情報保護を保証する指標の認定を

受けているか 

・本事業における個人情報保護の規定の

整備、研修の実施計画を策定しているか 

・ＩＳＯ／ＩＥＣ２７０

０１（ＩＳＭＳ）または

Ｐマーク等の取得状況 

・規定等の整備 

９ 

虐待防止 

事故対応 

苦情対応 

（10％） 

・身体拘束の禁止、虐待防止策等の対策

が取られているか 

・事故対応、衛生管理のマニュアルが整

備されているか 

・自主評価、第三者評価、運営推進会議、

要望・苦情をサービス向上につなげる仕

組みが構築されているか 

・取り組み内容の具体性 

・再発防止策 

10 
緊急対応 

（5％） 

・災害時のマニュアルは整備されている

か 

・夜間時の緊急対応の体制が整備されて

いるか 

・マニュアル、体制等の

具体性 

11 
職員の育成 

（5％） 

・研修等による計画的な人材育成の支援

があるか 

・取り組み内容の具体性 

12 

生産性の 

向上 

（10％） 

・サービスの向上及び人材確保・定着の

取り組みはされているか 

・ICT の活用、業務改善 

・職員の待遇改善、離職

防止 

13 

地域との関係

づくり 

（5％） 

・近隣住民との日常的な交流はあるか 

・災害時に備えた交流はあるか 

・活動内容、地元説明会 
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14 

プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン 

 

説明力 

（5％） 

・論理的で分かりやすい説明か 

・質問に対して端的かつ明確に回答して

いるか 

プレゼンテーション等に

おける説明力や論理性、資

料の正確性や見やすさ、業

務への意欲等 

15 

資料作成 

能力 

（5％） 

・提案書等の資料がわかりやすいか 

・誤字、脱字の有無 

16 加
点 

区内事業者 

① 区内に本店があり、業務区域が区内である場合 5％ 

② 区内に本店があり、業務区域が区外である場合 4％ 

③ 区内に支店があり、業務区域が区内である場合 3％ 

④ 区内に支店があり、業務区域が区外である場合 2％ 

※ 二次審査の評価項目 1～15での審査結果に対し、加点します。 

 

（４）減点 

   【様式３】「過去の事件・事故等に関する回答票」の内容について、第二次審査の評価項目 

1～16での審査結果に対し、下記基準の減点割合に応じて減点を行います。 

  ア 事件・事故 

基準 減点割合 

事業者の帰責性があり、改善がされていない場合 △5％ 

事業者の帰責性はあるが、改善が進んでいる場合 △3％ 

事業者の帰責性が無い場合  0％ 

※ 虚偽の記載を行った、または故意に記載しなかったと審査会が判断した場合は、失格とし

ます。 

※ 回答票に記載があるからといって、必ずしもマイナス評価とはなりません。再発防止策、

改善状況、事故を踏まえての管理方針の内容によっては、評価項目に照らし好評価となる場

合もあります。 

  イ その他 

    「ア 事件・事故」にて減点を行った後に、以下の項目について減点します。 

基準 減点割合 

過去に足立区の地域密着型サービス整備・運営事業者公募にて、選定後に辞退し

たことがある場合 
△10％ 

 

（５）審査結果の通知 

   審査結果は、全ての応募事業者に対し文書で通知します。 

（６）決定事業者の公表 

   応募の状況、決定した事業者の名称及びその事業概要については、区ホームページに公表します。 
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８ 応募手続き 

（１）応募書類の受付日時（閉庁日を除く） 

令和８年８月１７日（月）から令和８年８月３１日（月）まで 

午前９時００分から午後４時３０分まで（正午から午後１時を除く） 

  ※ 提出に際しては、来庁予定日の１週間前までに電話で予約の上、来庁願います。 

（２）提出場所 

   足立区中央本町１－１７－１ 足立区役所北館１階 

   足立区 福祉部 高齢者施策推進室 介護保険課 介護事業者支援係 

   TEL：03-3880-5727   FAX：03-3880-5621 

（３）応募書類一覧 

   応募するサービス種別によって、提出いただく書類が一部異なります。応募書類一覧を確認し

てください。様式は区ホームページよりダウンロードしてください。 

（４）提出部数 

ア 正本・・・ １部 

イ 副本・・・１０部 

※ 副本１０部は、応募者が特定される箇所（法人名、事業所名、個人情報、印影等）を全て

マスキング（塗りつぶし）して提出ください（透けて見えないようにしてください）。 

 

（５）著作権の帰属等 

   応募書類の著作権は、応募者に帰属します。ただし、区は事業者の公表等、必要な場合には応

募書類等の内容を無償で使用できるものとします。 

（６）情報の公開 

   足立区情報公開条例（平成１２年足立区条例第９１号）に基づき、提案事業者の提案内容につ

いては、個人情報を除いて公開することがあります。なお、提案事業者等の利益を明らかに損な

うと認められる事項は、非開示情報とすることがあります。 

（７）応募書類の変更 

   応募書類の提出以降、応募者の都合による応募書類の変更は認めません。区が必要と判断した

場合は変更を求める場合があります。 

（８）費用の負担 

   応募に関して要する費用については、応募者の負担となります。 

（９）その他 

  ア 追加書類の提出 

    区が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

  イ 使用言語及び単位 

    応募書類における言語は日本語、単位はメートル法を使用することとします。 

ウ 提出された応募書類等の内容に、事実と異なる記載があった場合は、整備・運営事業者とし

て選定された後でもその選定結果を取り消すことができるものとします。 
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９ 質問及び回答 

（１）質問の方法 

この要項に関する質問につきましては、【別紙】質問票に記入のうえ電子メールで送信してくだ

さい。質問の受付は電子メールでのみ受け付けます。電話等での問合せには応じられません。 

送信の際は件名に「令和８年度地域密着型サービス公募に関する質問（事業者名）」と記載をお願

いします。 

   また、質問は事業運営を予定している事業者のみとし、設計会社、コンサルタント会社等から

の質問には、一切応じられませんので、ご留意ください。 

   なお、送信後は受信確認のため、下記担当あてに電話にて確認をお願いします。 

○送付先及び電話確認先 

 メール kaigo@city.adachi.tokyo.jp 

 電 話 ０３（３８８０）５７２７  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

                   （土曜日・日曜日・祝日を除く） 

 足立区福祉部 高齢者施策推進室 介護保険課 介護事業者支援係 あて 

（２）受付期間 

    募集要項の公開から令和８年７月１３日（月）午後５時まで 

（３）質問票の記載について 

  ① 質問票は質問事項１件ごとに作成してください。（１枚の質問票に複数の質問事項を記載しな

いようにしてください。） 

  ② 質問提出後、質問内容に関し、確認をさせていただく場合があります。 

（４）質問の回答について 

提出いただいた質問の回答については、取りまとめのうえ令和８年７月２１日（火）を目途に、

全ての質問回答書を区ホームページに掲載します（質問を行った方に対する個別回答は行いませ

ん。）。 

※ 質問回答書は、本要項と一体のものとして、本要項と同等の効力を有するものとします。 

 

10 審査委員への接触の禁止 

  選定審査会の審査委員に対して、本事業公募の審査に重大な影響を与えると疑われる接触を禁止

します。接触の事実が認められた該当事業者にあっては、選定審査会開催前であれば失格とし、整

備・運営事業者として選定されている場合は、その選定結果を取り消します。 
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11 スケジュール（予定） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

公募要項の公表（区ホームページ） 

令和８年７月１日（水） 

 

 

区による第一次審査（書類審査） 

令和８年９月３０日（水） 

 

区への応募書類提出期間 

令和８年８月１７日（月）～令和８年８月３１日（月） 

 

 

審査結果を公表（区ホームページ） 

令和８年１１月末までを予定 

質問の受付 

公募要項の公表～令和８年７月１３日（月）午後５時 

 

 

 

区による第二次審査（ヒアリング） 

令和８年１０月２９日（木）または３０日（金） 

 

質問の回答の公表（区ホームページ） 

令和８年７月２１日（火） 

 

 

 


